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１．ビジネス交渉人材育成プログラム開発の
趣旨・背景

（1）人材育成の重要性と経済産業省の取り組み

我が国が経済の活性化と持続的な経済成長を実現するた

めには、法制の整備や種々の規制緩和など、経済政策面で

の施策が重要な位置付けを担うことは言うまでもありませ

ん。しかしながら、企業が激変する環境に対応していける

競争力を構築し、さらにそれを維持、発展させていくため

には、企業活動の根幹である「人材」の高度化・活性化を

図り、企業のポテンシャルを向上させていくことが極めて

重要であると言えます。

特に、情報化・知識社会化がますます進展していく今後

の社会においては、「人材」の価値は、企業や国家の競争

力を左右する上で、これまでに無いほど重要なファクター

となっていくでしょう。

このため、経済産業省は産業界と連携し、今後の日本経

済の牽引役となるべき最も重要な人材分野について、高度

で専門的な能力を持った人材を戦略的に育成するための基

盤整備事業に取り組んでいるところです。具体的には、IT

やバイオなどの成長産業分野や事業再生・リスクマネジメ

ントなど企業のニーズが特に高い人材分野において、能力

評価基準の策定やカリキュラム・テキストの開発などを行

っています。こうした事業の一環として、高度な交渉力を

持ち、顧客や取引先等との間で長期的かつ良好なビジネス

関係を構築・維持できる『ビジネス交渉人材』の育成プロ

グラムを開発しました。

（2）ビジネス交渉力の必要性と育成プログラムの開発

今回、特に交渉力に焦点を当てて人材育成プログラムを

開発した理由は大きく2つあります。一点目には、あらゆ
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る企業活動において交渉は必要不可欠な行為

であり、特に昨今のグローバル化した経済環

境においては、企業が成功するために交渉力

が特に重要となってきていることが理由とな

っています。

とりわけ、対外的な営業活動やマーケティ

ング活動においてはもちろん、購買や取引先

との渉外活動、さらには社内における様々な

利害調整やマネジメントといった局面におい

ても、交渉は不可欠の要素となっています。

今後の日本経済活性化の鍵を握っている創

業や企業再生のプロセスを考えても、各種の

当事者・関係者との錯
さく

綜
そう

した利害関係を調整

し、すべての関係者が最大限の価値・満足を

享受出来るように創業や再生のプロセスを進

行させる、という交渉能力が、極めて重要な

成功要因となっていることには疑いの余地が

ありません。こういった要素を考えると、今

後の日本経済を担う高度人材の要件として、

いわば基本的なビジネスリテラシーであると

言うことができます。

二点目の理由は、欧米諸国では早くから交

渉の重要性に着目し、交渉力に関する教育や

研究が進んでいる一方で、現在の日本におい

ては体系立てて交渉力を学習・経験するプロ

グラムや機会が少なく、比較的未開拓・未発

達の分野となっていることです。

今日の日本において、交渉力を強化するた

めのプログラムの絶対数が欧米と比較して圧

倒的に少なく、大学や研究機関において交渉

を専門とする研究者の数も充分とは言えない

状況にあります。これは、日本社会において

“交渉”という言葉のニュアンスがあまり肯定

的ではないケースが多く、「自分だけ損をしな

いための、テクニック」あるいは「うまく相

手をあしらうためのスキル」さらには「相手

の意向を無視してでも、自分の都合のよいも

のだけを押し付けるための力」といった否定

的なニュアンスで捉えられることが多いこと

が原因の一つであると考えられます。

つまり交渉力は、ビジネス上の基礎的スキ

ル、ビジネスリテラシーであるにも関わらず、

このことが一般に肯定的に認知されていると

は言い難い状態にあります。これにより、交

渉力を強化するためのプログラムが発達せず、

また専門に研究する人材の数も非常に限られ

てしまい、ひいては日本人全体の交渉力のレ

ベルがなかなか向上しないといった結果を生

んでいると推測されます。

上記のような状況を踏まえ、『実践的な交渉

力』を強化する人材育成プログラムの開発を

行いました。企業活動のほぼすべてに交渉が

関わっているということを前提におくと、すべ

ての交渉場面に完全に対応したプログラムを

開発することは困難ですが、普遍的な交渉の

考え方やフレームワークを用い、ケーススタ

ディの分析および模擬交渉の機会を多く設け

ることにより、受講者が実際の交渉場面に活

用・応用出来る交渉力を身につけられるよう

配慮するとともに、幅広い対象者が活用可能

な、応用範囲の広いプログラムとしています。

以下で本プログラムの内容について説明し

ます。

２．プログラム内容について

（1）プログラムの意図

本プログラムでは、ビジネスの現場で活躍

する人を幅広く対象として、交渉の本質を学

び、「自分の意志を押し通す力」という意味

での交渉力ではなく、「自分と相手のお互い

の利益のある合意点を見いだす力」を身につ

けることを主眼としています。

従来「交渉」というと、自分の主張をいか

に押し通すか、あるいは駆け引きによってい

かに相手をうまく丸め込むかという行為であ

るという概念が定着していました。しかしな

がら、そのような交渉では成立は難しく、た
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とえ成立したとしても相手との関係は長続き

しないケースがほとんどであり、短期的な利

益を得ることができたとしても、長期的な関

係構築、利益の向上にはつながらない傾向に

あります。そのため、この「ビジネス交渉人

材育成プログラム」では、こういったこれま

での概念を変え、自分と相手の双方が満足で

きるような、お互いに利益のある合意点を創

出する／見いだす力を「交渉力」と定義し、

交渉当事者双方にとってのメリットを提供・

獲得できる“価値創造交渉者”となることを

目的としています。

（2）プログラムの概要

そのため、本プログラムでは交渉力を「自

分と相手方との価値交換に関する合意」を導

き出すためのプロセスとして捉え、それを8つ

の要素に分解しそれぞれに必要となる能力・

スキルを定義しました（図1参照）。

その中でも特に重要な部分で、かつ現在そ

の内容を扱った既存プログラムが少ない、「ゴ

ール設定」、「ニーズ創出」、「価値ポジショニ

ング」、「期待値調整」の4つの要素を取り上

げて、重点的に学習する内容となっています。

まず1つめの「ゴール設定」では、自分と相

手のおかれた状況を理解し、どう優先順位を

つけて何を交渉の主目的とするのかを、2つ

めの「ニーズ創出」では、表面化したニーズ

だけではなく、その裏側にある相手の意図や
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図１ 交渉プロセスと能力要件定義

大項目

①ゴール設定

②ニーズ創出

③価値
ポジショニング

④期待値調整

⑤駆け引き

⑥合意形成

⑦自己演出

⑧人脈形成

小項目

状況評価

交渉ゴール・
目的設定

ニーズ開拓

ニーズ開発

価値相関関係の把握

価値交換戦略の開発

価値演出

現実化

自己主張

交渉演出

不安解消

締結

交渉環境設定

プレゼンテーション

利害関係者理解

人脈構築

内容

当方・交渉相手の状況や目的などを正確に把握する

把握した状況に基づき、妥当な交渉の到達点・着地点を設定
する

交渉相手の観察や質問を通じてニーズを掘り起こす

交渉相手の気づいていないニーズを創り出す

当方・交渉相手が提供可能な価値を、受け手方の視点から把
握・評価する

有利な交換条件の有り方を見つけ出す

相手方の期待レベルを引き上げる

相手方の期待レベルを現実的に調整する

主張したい内容を明確に伝達する

相手に有利に交渉が展開していると思わせる

残っている問題点を把握し、相手の不安を解消する

最終的に締結させる

交渉を行う環境を有利に設定する

適切なマテリアルを準備し、効果的に伝達する

利害関係者の相関関係、力関係を把握する

人脈を探り、セッティングして味方に引き入れる

① 
ゴール設定 

② 
ニーズ創出 

③ 
価値ポジショ
ニング 

④ 
期待値調整 

⑤ 
駆け引き 

⑥ 
合意形成 

⑦自己演出 

⑧人脈形成 

その他（業界知識・商品知識・営業スキル） 
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本来の目的・志向や、相手も気付いていない

真のニーズを把握することを学びます。3つ

めの「価値ポジショニング」では、お互いが

提供可能な価値を把握し、相互に利益をもた

らす交換のあり方を検討する方法を学習し、

最後の4つめの「期待値調整」では、相手方

の交渉に対する期待を増大、逆に過度の期待

を現実的なレベルへと調整する手法を学ぶ構

成となっています。

（3）プログラムの特徴

上記のような基本的概念を中心に交渉に係

る基本的な知識を学びますが、実践的な交渉

力を効果的に身につけるために本プログラム

ではロールプレイングを中心とした構成とす

るなど以下のような特徴を持ったプログラム

となっています（図2参照）。

¡ロールプレイングを中心とした構成

ロールプレイングを中心に、自己（チーム）

学習とディスカッションを組み合わせた学

習を行います。これにより実際の交渉プロ

セスを体感することができ、実際の行動を

通して理解することが可能です。

¡実践的なケーススタディの活用

ロールプレイングではリアリティのあるケ

ースを用いており、実践的な交渉のフレー

ムワークを学ぶことができます。受講者は

凝縮して交渉プロセスの擬似体験ができ、
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午後 

⑦自己演出 

事前課題 
ケース 
ⅠⅡ 

⑧人脈形成 

その他　（業界知識・商品知識・営業スキル） 

ロール 
プレイング・ 
ディスカッ 
ション 

個人＆ 
グループ 
ワーク 

イント 
ロダク 
ション 

解説 

ロール 
プレイング・ 
ディスカッ 
ション 

解説 

一
日
目
レ
ビ
ュ
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ケースⅠ 

ゴール設定 

二者間 
個人vs個人 

ニーズ創出 

二者間 
チームvsチーム 

役割単一：役割単一 

ケースⅡ 

流
れ 
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
の
概
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重
点
テ
ー
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交
渉
者 

『蚊取り装置販売交渉』 
【営業担当者 

vs カフェ店長】 

『ショッピングモール出店交渉』 
【テナント候補店舗3社 

vs モール】 

交
渉
内
容 

2回 各店1回 
交
渉
（
ロ
ー 

プ
レ
）
回
数 

低～中 中 
難
易
度 

午前 

◆一日目 

午後 

中間課題 
ケース 
ⅢⅣ 

ケースⅢ 

価値ポジショニング 
期待値調整 

二者間 
チームvsチーム 

役割単一：役割単一 

三者間 
チームvsチームvsチーム 

役割複数：役割複数：役割複数 

ケースⅣ 

『マンション販売交渉』 
【マンション販売営業担当者 

vs 購入希望者】 

『出資交渉』 
【外食企業 vs 大手商社 

vs 高級スーパー】 

2回 総計4回 
（二者間4回、三者間1回） 

中～高 高 

午前 

◆二日目 

ケースⅠ：「販売交渉」 

《ケース》 

ケースⅡ：「出店交渉」 

ケースⅢ：「マンション販売交渉」 

ケースⅣ：「出資交渉」 

① 
ゴール設定 

② 
ニーズ創出 

③ 
価値ポジショ
ニング 

④ 
期待値調整 

⑤ 
駆け引き 

⑥ 
合意形成 

図２  スケジュール概要＆各ケーススタディと対応テーマ 
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理論や思考フレームの講義と併せて学ぶこ

とにより、より高い理解を得ることが出来

ます。

¡「ワークシート」による進行

「ワークシート」を活用し、自ら行う交渉

（ロールプレイ）の方針や戦略を事前にまと

めると共にロールプレイ後に結果を振り返

ることにより、交渉における思考プロセス

を整理します。このように「ワークシート」

を用いて交渉を行うという考え方は、実際

の交渉の場面でも活用することが可能です。

（4）活用イメージ

本プログラムは、各教育機関、一般の企業

などで幅広く活用され、より多くのビジネス

マンにプログラムが提供されることを目的と

して開発しております。このため、プログラ

ムは経済産業省のホームページからどなたで

も無料でダウンロードできるようになってい

ます。また、実際のターゲット（学習対象者）

や対象企業などのニーズに合わせ、自由にカ

スタマイズできる汎用性の高いものとしてい

ます。運営・実施を行う側の個別状況に合わ

せてオリジナルな部分の付加や、必要としな

い部分の削除等も自由に行えるので、各業界

や職種ごと等に特化した内容にアレンジする

事も可能です。また、トレーナーも特別な交

渉の知識や専門トレーニングを受講する必要

はなく、トレーナー用マニュアルを利用する

ことで、一定以上の研修経験のあるトレーナ

ーであれば、誰でも実施できるようになって

います。具体的には、以下のような活用イメ

ージが考えられます。

¡大学・大学院、専門教育機関が社会人向け

教育講座の一環として、プログラムを実施

する。

¡民間の教育研修企業が、顧客向け社員教育

サービスラインナップの一環として、プロ

グラムを実施する。

¡一般企業（および自治体など）が、自社お

よび関係先（子会社、フランチャイズ先な

ど）の人材開発・従業員教育研修プログラ

ムの一環として、プログラムを実施する。

¡自治体や公共団体が、企業経営支援活動や

企業向けサービスメニューの一環として企

業あるいは個人に対して、プログラムを実

施する。

３．最後に

上述したとおり、この『ビジネス交渉人材

育成プログラム』は、可能な限り多くの人を

対象に交渉力を学んでいただく機会を提供す

ることを目的としています。プログラムは無

料でダウンロードできますので、大学・大学

院等におけるビジネス講座での活用を初め、

多くの教育機関に活用していただき、少しで

も多くの交渉力の講座が開設されることを期

待します。また、当然のことながら一般の会

社や団体等での研修にも活用していただきた

いと考えています。

欧米諸国における交渉の研究に比べると、

我が国の取り組みは些か遅れてしまっている

感もありますが、対決ではなく調和により物

事の解決を図ろうとする我が国の文化を踏ま

えた独自の交渉力は、今後我が国企業がグロ

ーバルな環境下で事業を展開する上でも有効

な武器になるのではないかと考えます。

最後に本プログラムをダウンロードできる

URLと我が省の取り組んでいる高度専門人材

育成事業のURLをご紹介いたしますので、ご

覧いただけると幸いです。

ビジネス交渉人材育成プログラムURL

：http://www.meti.go.jp/report/data/

jinzai_ikusei2004_05.html

高度専門人材育成事業URL

：http://www.meti.go.jp/topic/data/

jinzai_ikusei2004.html
JF
TC
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